
目標１：年次有給休暇の取得促進および時間外勤務の適正化により、職業生活と家庭生

活の両立をはかる。 

社会福祉法人堺市社会福祉協議会 

次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画 

 

 

社協で働くすべての人にとって働きやすい雇用環境の整備することで、仕事と生活の調

和をはかり、性別に関係なくその能力を十分に発揮できるようにするため、次のとおり一

般事業主行動計画を策定する。  

 

 

 

１ 計画期間  令和８年４月1日～令和１０年３月３１日  

 

 

２ 内  容 

 

 

 

＜数値目標＞ 

・全職員の平均有給休暇取得率 年度付与日数の７５％以上 

 

＜取組内容＞ 

・各部署における勤務体制や業務分担の見直しをはかり、全職員が年次有給休暇を取得

しやすい環境の整備を行う。 

 

＜実施時期＞ 令和８年４月～ 

 

 

 

 

 

＜数値目標＞ 

・配偶者が出産した男性職員の育児休業（出生時育児休業含む）取得率 ８０％以上 

 

＜取組内容＞ 

・全職員を対象に、育児休業等の取得可能な休暇・休業制度に関する情報提供を実施

し、制度の利用促進を図る。 

 

＜実施時期＞ 令和８年８月～ 

 

 

目標２：仕事と子育てを両立できる職場環境を整備し、男女ともに働き続けやすい職場 

環境づくりを推進する。 
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女性の活躍に関する情報公表について 

 

 

１． 男女間賃金差異 

全労働者  ６９．４％ （令和７年度） 

正規労働者  ８３．７％ （  〃  ） 

非正規労働者 ７７．７％ （  〃  ） 

 

 

２． 女性管理職比率 

       ０％ （令和８年４月１日現在） 

 

 

３． 係長級にある者に占める女性労働者の割合 

    ３６．４％ （令和８年４月１日現在） 

 

 

４． 有給休暇取得率 

    ８８．９％ （令和７年度） 


